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⑤ 食事券には、Go To Eat キャンペーンにより発行されたものであることを明記し、有効期

限、つり銭が出ない旨を表面に見やすく明記した。また、蛍光発色インキ、コピーガード

印刷、ナンバリング印刷をすることで、偽造防止対策を講じた。さらに、食事券の印刷終

了後に印刷業者工場にて「版」処理の立ち合いをおこなった。版は複数あり、その全てを

折り曲げ、再使用できないことを確認した。 

 

 

 

図 23【食事券を複写し、スキャンした画像：コピーガード、ナンバリング位置】 

 

 

図 24【食事券見本を写真撮影した画像：赤点線枠の 3か所に蛍光発色インキを使用】 

 

赤点線枠内にナンバリング【0000001～2080000】 

青点線枠内全体に「コピー」という文字がでるようなコピー防止処理 
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 図 25【食事券の印刷版処理の様子：折曲げ中】 

 図 26【食事券の印刷版処理の様子：折曲げ後】 

 

 ⑦ 飲食店で使用された食事券を換金金融機関（ＪＡバンク）で回収し、所定の手続きを経

て、現金で換金をする。各ＪＡバンクが、飲食店が申請する換金枚数を確認し、飲食店ご

とに枚数を集計した。集計に当たっては、各ＪＡバンクで集計した情報を、ＪＡバンク運

営組織（ＪＡ宮崎中央、ＪＡ都城等）でとりまとめ、さらに上部組織（ＪＡ宮崎信連）で

とりまとめたものを事務局へ毎月報告をする流れ（下図 27）で進めた。 

   

図 27【食事券回収・換金スキーム】 
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宮崎県商工会議所連合会では、下図 28、29の情報をもとに実績確認監査等事業者

（EY）への実績報告（図 30）を作成する。その際、EYへの提出前に図 30のデータを無作

為に抽出し、図 31の証憑と見比べ枚数の確認を行った。そうしたことで、回収枚数と換

金額のズレは一枚も生じなかった。  

 

        
図 28【JAバンクによる回収・換金実績報告】     図 29【加盟店マスタ】 

 

 

   

図 30【毎月 EYへ報告する飲食店別食事券回収情報】 

↓回収実績（加盟飲食店登録番号） 

図 28 と図 29 の情報より、飲食店別食事券回収情報を作成 

↓加盟飲食店情報（店名、登録番号） 
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  図 31【ＪＡバンクが換金時に回収する証憑】 

 

 ⑧ 食事券発行の概要は、Web サイトにおいて、消費者に分かりやすく周知するとともに、給

付金給付規程も併せて掲載した。 

←換金をした飲食店より受領サインをいただく 

↓飲食店が記入した使用済食事券枚数 
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  図 32【消費者向け特設 Webサイト：食事券の概要、給付金給付規程】 

 

 

↑ 給付金給付規程掲載箇所 



18 
 

 

図 33【宮崎県商工会議所連合会 Webページ①：食事券の概要】 

 

 

図 34【宮崎県商工会議所連合会 Webページ②：給付金給付規程】 

     

 

← 給付金給付規程掲載箇所 
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（３）食事券の使用、回収後の飲食店への代金の支払い  

① 本事業により発行、販売した食事券を、登録した飲食店に来店した消費者が使用した場

合、食事券使用分の飲食代金を、飲食店に現金にて支払った。 

 

 

 

 

 

図 35【食事券の回収・換金スキーム】 

    

② 食事券使用分の飲食代金の支払いは登録した飲食店に対し、都度実施した。なお、換金ス

ケジュールは飲食店への資金繰りを悪化させないため、回数制限や換金日等の制約を設け

ず都度換金した。ただ、下図 36 のとおり令和３年１月 29日（金）は換金不可日とした。 

 

  図 36【偽造防止処理を施した登録証：換金不可日等の注意点を記載】  

 

 

 

 

飲食店 
ＪＡバンク 

（宮崎県商工会議所 

連合会の口座） 

(1)食事券、請求書提出、登録証提示 

(3)領収書（受取のサイン） 

(2)枚数等確認後に現金で換金 

青点線枠内全体に「コピー」と

いう文字がでるようなコピー

防止処理 

赤点線枠の緑色「文字」、「四角

枠」に蛍光発色インキを使用 
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      図 37【複写式の換金請求書（左側）、換金請求書兼領収書（右側】 

 

③ 上記の飲食代金の支払い方法については、飲食店にマニュアル（図 39）を送付し、分か

りやすく周知した。なお、換金時に必要となる書類「加盟店舗登録証」、「換金請求書」は

マニュアル送付時に同封した。なお、登録証は食事券と同様の偽造防止処理を施した。ま

た、飲食店による換金漏れを防ぐため、最終換金日の約 2週間前に文書（図 40）で通知

をした。 

 

＜登録までの流れ＞ 

ⅰ、登録申請 

飲食店が必要書類（図６～８）を提出（WEB、メール、ＦＡＸ）。 

ⅱ、登録審査 

再委託先のＪＴＢ宮崎支店が提出書類を確認し、飲食店営業許可番号の不備等ない

か審査をおこなった。 

図 38【加盟店登録申請書誓約書②】 

図 35 のスキーム(3) ↓ 
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ⅲ、登録完了 

再委託先のＪＴＢ宮崎支店が登録キット（Ｐ33（７）②参照）を送付し、特設Ｗｅ

ｂサイトの加盟店舗一覧に掲載をした。 

 

 ＜登録要件＞ 

  ・P3図５のチラシに記載の以下１）～５）のとおり。 

１）感染防止対策ガイドラインを遵守する飲食店であること 

２）食品衛生法に基づく「飲食店営業許可」または「喫茶店営業許可」を受けている

飲食店であること 

３）宮崎県内に店舗がある飲食店 

４）風俗営業法第２条第４項に規定される接待飲食等営業を営む飲食店でないこと 

５）その他、加盟店舗登録申込書に記載されている誓約事項及び加盟店舗募集要項に

規定する内容を遵守すること 

  

  

図 39【登録した飲食店に配布した加盟店舗マニュアル】 
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    図 40【最終換金日の通知文】 

 

（４）実績確認監査等事業者への報告  

   ① 宮崎県商工会議所連合会は、キャンペーン期間中、食事券販売・使用の実績を、毎月、別

途定める様式（図 40）により、エクセルファイルで実績確認監査等事業者へ報告した。 

 

 

 

 

 

図 41【報告体制】 

 

 

  ② 宮崎県商工会議所連合会は、キャンペーン期間中、飲食店への代金支払の実績を取りまと

めた書類と、それらの根拠となる証拠書類を、毎月、別途定める様式により、エクセルフ

ァイルや PDF ファイルで実績確認監査等事業者へ報告した。 

 

 ③ 宮崎県商工会議所連合会は、毎月の報告やキャンペーン終了後の報告が円滑に行われるよ

う、事業開始に当たり、事前テスト報告に協力し、実績確認監査等事業者の指定する方法

により、令和２年９月 25日にエクセルファイル『実績報告テストデータ』の提出を行っ

た。また、提出データの正確性に責任を負うため、実績報告のデータ提出に当たっては、

複数の者によるダブルチェックを行った。 

実績確認監査等事業者（ＥＹ） 

宮崎県商工会議所連合会 ＪＡバンク JTB 宮崎支店 
加盟店情報 回収・換金情報 

毎月報告 
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図 42【テスト提出のメール報告】 

 

 

        図 43【テスト提出完了画面】 
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図 44【実績報告のダブルチェック①：飲食店別食事券回収情報】  

    

 図 45【実績報告のダブルチェック②：代金支払情報】 
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 ④ 宮崎県商工会議所連合会は、実績確認監査等事業者が行う不正防止のためのヒアリング、

監査、抜き打ち検査などに以下のとおり協力した。 

  ・訪問対応：令和２年 12月４日 

  ・メール対応：給付要件を満たさないと判断された事案の対応状況についてメール回答。 

         令和３年２月 26 日対応済（２月 15日付け依頼分） 

         令和３年６月 25 日対応済（６月 11日付け依頼分） 

         令和３年９月９日対応済（８月 27日付け依頼分） 

  図 46【訪問協力状況（R2.12.4）】  

 

図 47【メール対応（R3.2.15依頼分）】 
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 ⑤ 実績確認監査等事業者との連絡窓口は専任部署を設けず、担当の首藤が上記①～④の調整

をおこなった。  

 

（５）相談窓口・申請案内等事業者との連携  

 ① 相談窓口・申請案内等事業者が、事業の基本的内容を、消費者と飲食店に説明するために

必要となる情報の提供に協力した。 

  
図 48【相談窓口・申請案内等事業者へ提供したメール本文・絵柄データ（R3.10.9）】 

 

 ② 博報堂が、食事券発行事業者と連携した広報を実施することに協力した（下図 49のとお

り）。 

 

 ③ 相談窓口・申請案内等事業者との連絡窓口は専任部署を設けず、担当の首藤が上記①～②

の調整を行った。   

 

（６）飲食店の新規加盟促進  

 ① 宮崎県商工会議所連合会は、キャンペーン期間中に本事業への参加を希望する飲食店を、

P27 図 50～51、P28図 52～53のとおり、広く募った。最大の加盟店舗数は 2,208店舗で

あった。 

   

図 49【宮崎県商工会議所連合会ホームページ】  
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 図 50【募集チラシ（表面）とチラシ送付先一覧】 

 

図 51【募集チラシ（裏面）】 

チラシ送付先一覧（一部持参）

宮崎商工会議所

都城商工会議所

延岡商工会議所

日南商工会議所

小林商工会議所

日向商工会議所

串間商工会議所

西都商工会議所

高鍋商工会議所

商工会連合会および35商工会

えびの市役所

中小企業団体中央会

飲食業生活衛生同業組合

すし商生活衛生同業組合




